
健康課題・目標と改善施策

課題の具体的な内容 昨年度までの効果 目標 課題に対応する施策 課題の具体的な内容 昨年度までの効果 目標 課題に対応する施策

＜内容①＞

治療中であるがｺﾝﾄﾛｰﾙ不良な者に対して、保健師面談に加えて産

業医面談を実施し、標準的な治療や主治医との対話についてｱﾄﾞﾊﾞ

ｲｽを実施する。

＜内容①＞

治療中であるがｺﾝﾄﾛｰﾙ不良な者に対して、産業医面談を実施し、

標準的な治療や主治医との対話についてｱﾄﾞﾊﾞｲｽを実施する。

＜振り返り＞

治療中でコントロール不良な者に産業医面談実施。標準的な治療

について助言を行った。

＜振り返り＞

-

＜内容②＞

疾病治療域者に受診確認できるまでﾌｫﾛｰを継続する。

＜内容②＞

疾病治療域者に受診確認できるまでﾌｫﾛｰを継続する。

＜振り返り＞

受診結果について、メールまたは検査結果を提出してもらい、確認を

実施したが、提出を行わない社員も一定数存在していた。

＜振り返り＞

-

＜内容①＞

産業保健ｽﾀｯﾌによる介入を休業早期から実施。休職者の個別事

情や特性に合わせて、復職の目標を共有し、復職ﾘﾊﾋﾞﾘを促す。

＜内容①＞

産業保健ｽﾀｯﾌによる介入を休業早期から実施。休職者の個別事

情や特性に合わせて、復職の目標を共有し、復職ﾘﾊﾋﾞﾘを促す。

＜振り返り＞

該当者なし

＜振り返り＞

-

＜内容②＞

ﾘﾜｰｸの活用、通勤訓練の充実化により、ｽﾑｰｽﾞな復職に向けたﾌﾛｰ

を確立する。

＜内容②＞

ﾘﾜｰｸの活用、通勤訓練の充実化により、ｽﾑｰｽﾞな復職に向けたﾌﾛｰ

を確立する。

＜振り返り＞

該当者なし

＜振り返り＞

-

＜内容③＞

”療養の手引き”を作成し、社内ｲﾝﾄﾗへの掲示や説明会を開催し、

各種制度や取り組みについて、上司や同僚の理解を促す。

＜内容③＞

”療養の手引き”を作成し、階層別研修で説明する。加えて、各部署

会議体での説明等、社員への更なる浸透を目指す。

＜振り返り＞

休職復職、治療の両立に関する各種制度や取り組みについて、階

層別研修を実施。また、部署単位で”療養の手引き”に関する情報

共有を行った。

　

＜内容①＞

労働時間適正化に向けた階層別研修の実施

管理職向け労働時間適正化のﾏﾆｭｱﾙ周知

＜内容①＞

労働時間適正化に向けた階層別研修の実施

管理職向け労働時間適正化のﾏﾆｭｱﾙ周知

＜振り返り＞

管理職に向けて36協定や長時間労働者面談のフローをまとめたマ

ニュアル作成後、労働時間適正化に向けた情報を発信。階層別研

修で労働時間適正化の説明を行っているが、労働時間適性化の意

識を定着させるため、継続的に研修等で発信する必要がある。

＜内容②＞

管理職の時間把握が出来るよう就業管理システムの改修を実施

＜内容②＞

ﾃﾚﾜｰｸ（在宅勤務者）の活用

各部での定時退社日の実施（目標：年間残業時間5％減）

＜振り返り＞

就業管理システムの改修により、管理職の時間把握ができるように

なった。

＜内容③＞

ﾃﾚﾜｰｸ（在宅勤務者）の活用部署拡大

各部での定時退社日の実施（目標：年間残業時間5％減）

＜振り返り＞

ﾃﾚﾜｰｸ（在宅勤務者）の活用部署は4部署から23部署へ拡大。

各部署で定時退社日等の長時間労働抑制施策を実施し、年間残

業時間21.4％減であった。

2020年度 2021年度

課題1

＜分類＞

生活習慣病などの疾病の高リスク者に対する

重症化予防

<課題>

高血圧・糖尿病・脂質異常症等の生活習慣

病に対する重篤化する前の適正な受療行動が

できていない。

<その根拠>

健診後の保健指導は従来より取り組み、

2017年度からは高ﾘｽｸ者（疾病治療域者や

就業制限者）への保健指導を数値目標を

持って取り組んでいる。

しかしながら、社員の平均年齢上昇に伴い有

所見率の年次推移は高止まり（50%弱で推

移）の傾向が続いており、就業制限者も毎年

一定数存在しているため、就業制限者の

100％制限解除に向け、取り組みを継続させ

る必要がある。

疾病治療域者健診結果の改善率（判定ﾗﾝｸ

の改善）

2016年→2017年：46.4％

2017年→2018年：43.3％

2018年→2019年：35.3%

就業制限者の改善率（判定ﾗﾝｸの改善すな

わち就業制限の解除）

2016年→2017年：87.5％

2017年→2018年：85.7％

2018年→2019年：20.0%

定期健康診断結果による就業制限者の

100％制限解除

＜目標達成＞

現在値：100％

最終目標値：100％

目標期限：2020年度

＜分類＞

生活習慣病などの疾病の高リスク者に対する

重症化予防

<課題>

高血圧・糖尿病・脂質異常症等の生活習慣

病に対する重篤化する前の適正な受療行動が

できていない。

<その根拠>

健診後の保健指導は従来より取り組み、

2017年度からは高ﾘｽｸ者（疾病治療域者や

就業制限者）への保健指導を数値目標を

持って取り組んでいる。

しかしながら、社員の平均年齢上昇に伴い有

所見率の年次推移は高止まり（2020年度

健診結果では50%強）、また就業制限者も

毎年一定数存在しているため、就業制限者の

100％制限解除に向け、取り組みを継続させ

る必要がある。

疾病治療域者健診結果の改善率（判定ﾗﾝｸ

の改善）

2016年→2017年：46.4％

2017年→2018年：43.3％

2018年→2019年：35.3%

2019年→2020年：43.5％

就業制限者の改善率（判定ﾗﾝｸの改善すな

わち就業制限の解除）

2016年→2017年：87.5％

2017年→2018年：85.7％

2018年→2019年：20.0%

2019年→2020年：66.7％

定期健康診断結果による就業制限者の

100％制限解除

現在値：集計中

最終目標値：100％

目標期限：2022年度

復職後1年以内の再休職者を「0」にする。

現在値：0名

最終目標値：0名

目標期限：2023年度

課題3

＜分類＞

労働時間の適正化、ワークライフバランス・生活

時間の確保

＜課題＞

社員一人一人が、ﾜｰｸﾗｲﾌｼﾅｼﾞｰや生産性の

向上を発揮するための有効な時間活用が必ず

しも十分でない。

＜その根拠＞

2019年度より出退勤時間把握に加えPCﾛｸﾞ

時間の把握を全社員に開始したところ、管理

職を中心に想定以上の面談対象者がいること

が判明した。

その結果、目標設定時に掲げた最終目標値と

目標期限を見直す必要があると判断した。

累計面談件数

2019年度：28件

2020年度：29件

累計面談人数

2019年度：15名

2020年度：15名

月平均面談件数

2019年度：2.3件

2020年度：2.4件

月最大面談件数

2019年度：7件

2020年度：5件

※出向受入れ者を含む。

管理職を含む長時間労働者（面談対象

者）を管理職を含む長時間労働者（面談対

象者）1.5件以下にする

現在値：平均2.3件/月

最終目標値：1.0名

目標期限：2022年度

＜分類＞

労働時間の適正化、ワークライフバランス・生活

時間の確保

＜課題＞

社員一人一人が、ﾜｰｸﾗｲﾌｼﾅｼﾞｰや生産性の

向上を発揮するための有効な時間活用が必ず

しも十分でない。

＜その根拠＞

2019年度より出退勤時間把握に加えPCﾛｸﾞ

時間の把握を全社員に開始したところ、管理

職を中心に想定以上の面談対象者がいること

が判明した。

その結果、目標設定時に掲げた最終目標値と

目標期限を見直す必要があると判断した。

月平均45時間超労働者数

2020年度：9人

月平均面談対象者数

2019年度：2.3人

2020年度：2.4人

※出向受入れ者を含む。

管理職を含む長時間労働者（面談対象

者）を管理職を含む長時間労働者（面談対

象者）1.5件人以下にする

現在値：平均2.4人/月

最終目標値：1.0名

目標期限：2022年度

課題2

＜分類＞

休職後の職場復帰、就業と治療の両立

＜課題＞

不調者の個々の状況に合わせたﾘﾊﾋﾞﾘの促進

が不十分である。

＜その根拠＞

昨年度までに、休職復職、治療の両立のため

の種々制度を整えてきたが、職場復帰対応に

苦慮するｹｰｽもあり、本人のみならず上司や同

僚も理解できる仕組み作りが再休職防止に寄

与すると考える。

時間単位有休制度等により受診、治療等がし

やすい環境を整え、仕事と治療の両立をしてい

る社員がいる一方、過去にリワーク利用につな

げられなかったメンタル要因休職者に再休職が

発生した。

2017年度：0名

2018年度：0名

2019年度：1名

2020年度：0名

復職後1年以内の再休職者を「0」にする。

＜目標達成＞

現在値：0名

最終目標値：0名

目標期限：2020年度

＜分類＞

休職後の職場復帰、就業と治療の両立

＜課題＞

メンタル不調者の個々の状況に合わせた復職ﾘ

ﾊﾋﾞﾘの促進。加えて、休復職者の治療と仕事

の両立にまつわる各種制度の社内浸透が課

題。

＜その根拠＞

昨年度までの取り組みの結果、メンタル要因の

再休職者は0名に抑えられているが、休職復

職、治療の両立のための種々制度に対する理

解や社内浸透は不十分である。

時間単位有休制度等により受診、治療等がし

やすい環境を整え、仕事と治療の両立をしてい

る社員がいる一方、過去にリワーク利用につな

げられなかったメンタル要因休職者に再休職が

発生した。

2017年度：0名

2018年度：0名

2019年度：1名

2020年度：0名


